
○対馬市雇用機会拡充支援事業補助金交付要綱 

令和２年６月８日 

告示第８７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内における雇用増に直接寄与する創業又は事業拡大を行

う民間事業者に対してその事業資金の一部を補助することにより、市内におけ

る雇用機会の拡充を行い、定住、定着、移住の促進を図ることを目的とし、予

算の範囲内において補助金を交付することについて、特定有人国境離島地域社

会維持推進交付金交付要綱（平成２９年府海事第７号）、特定有人国境離島地

域社会維持推進交付金事業実施要領（平成２９年府海事第７号。以下「実施要

領」という。）及び対馬市補助金等交付規則（平成１６年対馬市規則第３７号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

(１) 「創業」とは、個人開業若しくは会社等の設立を行い、又は既に事業を

営んでいる者から事業を引き継ぎ、新たに事業を開始することをいう。 

(２) 「事業拡大」とは、既に事業を営んでいる者が、生産能力の拡大、商品・

サービスの付加価値向上等を図るために雇用拡大、設備投資等を行うことを

いう。 

(３) 「雇用」とは、一週間の所定労働時間が２０時間以上の従業員を常用雇

用することをいう。 

(４) 「付加価値額」とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計額をいう。 

（補助対象事業者の要件） 

第３条 補助対象事業者は、第１号から第３号までのいずれかに該当し、かつ、



第４号から第６号までのいずれにも該当する者をいう。 

(１) 市内に居住して創業する者（事業を継承する者を含む。） 

(２) 市内の事業所において事業拡大を行う者 

(３) 主として市内の商品、サービス等の販売を目的として市外の地域におい

て創業する者 

(４) 対価を得て事業を営む個人事業者又は法人事業者であること。 

(５) 公的資金の交付先として、社会通念上適切と認められる者であること。 

(６) 市税等を滞納していない者であること。 

（事業の実施要件） 

第４条 事業の実施に当たっては、補助対象事業者に対して次の各号に掲げる要

件を付すものとする。 

(１) 創業の場合は、事業が継続又は拡大すると見込まれるもの、又、事業拡

大の場合は、雇用創出効果が見込まれるものであって、補助事業終了後にお

いても雇用が継続又は拡大する成長性が見込まれるものであること。 

(２) 補助事業終了後に売上高の増加又は付加価値額の増加が図られる蓋然

性が高い事業性を有するものであること。 

(３) 創業又は事業拡大に要する事業資金について、自己資金又は金融機関か

らの資金調達が十分に見込まれること。 

（補助対象経費等） 

第５条 補助対象経費等は、別表第１に定めるとおりとする。ただし、国等によ

る他の補助事業の対象となっている経費は、補助対象外とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の表のとおりとする。ただし、補助金の額について１，

０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

 



区分 補助金の額 

創業 補助対象経費の４分の３以内の額とし、４５０万

円を上限とする。 

事業拡大 補助対象経費の４分の３以内の額とし、１，２０

０万円を上限とする。 

設備投資（設備費又は改修費）

を伴わない事業拡大 

補助対象経費の４分の３以内の額とし、９００万

円を上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助

金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を市長に提出しなければなら

ない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 収支予算書（様式第３号） 

(３) 市税納税証明書（未納がない証明） 

(４) 県税納税証明書（未納がない証明） 

(５) その他市長が必要と認める書類として別表第２に掲げる書類 

２ 申請者は、その申請時に仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含ま

れる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す

る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金

額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申

請時において仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合については、こ

の限りでない。 

（審査等） 



第８条 市長は、補助金の交付の適否及び補助金の額について審査するため、雇

用機会拡充支援事業審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置し、審

査委員会の構成等について必要な事項は別に定める。 

２ 審査委員会は、申請書の提出があった場合は、申請内容について書面及び申

請者から事業内容の聴取により、補助金の交付の適否及び補助金の額について

審査し、その結果を市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、前項に定める報告を受け補助金の交付が適当と認める申請者を、採

択候補者として選定し、実施要領の規定により、内閣総理大臣に事業計画書等

を提出しなければならない。 

（交付の決定等） 

第９条 市長は、前条第３項に定める手続きを経て、国の交付決定を受けた場合

は、規則第７条に定める補助金交付決定通知書により申請者に対し通知するも

のとする。 

２ 市長は、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、不採択通知書

（様式第４号）により申請者に対して通知するものとする。 

（交付の条件） 

第10条 交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業実

施期間中に市長から求めがあったときは、事業の遂行状況について、遂行状況

報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業についての経理を明らかにする帳簿を作成するとと

もに、その収入及び支出内容を証する書類を整備し、補助事業の完了の日の属

する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

３ 補助事業者は、申請年度を含む３年間、毎年、事業の状況について、事業実

施状況報告書（様式第６号）により市長に報告しなければならない。 

（事故の報告） 



第11条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見

込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに事

故報告書（様式第７号）を市長に提出し、その指示を受けなければならない。 

（計画変更の申請等） 

第12条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、変更承認申請書

（様式第８号）に変更の内容が確認できる書類を添えて市長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

(１) 補助対象経費の額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の費

目間の２０パーセント以内の流用増減を除く。 

(２) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変

更を除く。 

（ア） 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自

由な創意により、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる

場合 

（イ） 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である

場合 

(３) 補助対象事業の全部又は一部を他に承継しようとするとき。 

(４) 補助対象事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項による申請書を受理したときは、これを審査し、当該申請に係

る変更の内容が適正であると認め、これを承認したときは、変更承認通知書（様

式第９号）を当該補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第13条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、実績報告書（様式第１０号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 事業実績書（様式第１１号） 



(２) 収支精算書（様式第３号） 

(３) 第１０条第２項に規定する帳簿及びそれを証する書類の写し 

(４) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日から起算し

て２０日以内又は交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月３日の

いずれか早い日までとする。 

３ 第７条第２項ただし書の規定により補助金等の交付の申請をした者は、第１

項の実績報告書を提出する場合において、仕入れに係る消費税等相当額が明ら

かになったときには、この金額を補助金の額から減額して報告しなければなら

ない。 

（補助金の額の確定） 

第14条 市長は、前条に規定する報告を受けた場合は、その報告に係る補助事業

の成果が、補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件に適合するものであ

るかどうかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定

し、規則第１３条に定める補助金交付額確定通知書により、速やかに補助事業

者に対し通知するものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金が交付されているときは、期限を付して補助金返還命令

通知書（様式第１２号）により、その超える部分の補助金の返還を命ずるもの

とする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期

限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応

じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第15条 補助金は前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後



に支払うものとする。ただし、必要があると認められる経費については、概算

払をすることができる。 

２ 概算払を請求できる額等は、補助対象経費のうち、設備費又は改修費であっ

て、補助事業者が既に支払った額の４分の３以内を限度とする。 

３ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、補

助金交付請求書（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定により適法な請求を受けたときは、請求を受けた日から

３０日以内に当該請求に係る補助金を交付するものとする。 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第16条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により

補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費

税に係る仕入控除報告書（様式第１４号）により速やかに市長に報告しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、期限を付して補助金返還命令通知書

（様式第１２号）により、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

３ 前項に基づく補助金の返還については、第１４条第３項の規定を準用する。 

（交付決定の取消し等） 

第17条 市長は、補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次に掲げ

る各号のいずれかに該当する場合には、第９条第１項の決定の内容の全部又は

一部を取り消し、又は変更することができる。 

(１) 補助事業者が法令、この告示又はこれらに基づく市長の処分若しくは指

示に違反した場合 

(２) 補助事業者が補助金を補助事業以外の事業に使用した場合 

(３) 補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場



合 

(４) 第９条第１項の交付決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全

部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、当該取消しに係る部分の額に相

当する補助金が既に交付されているときは、期限を付して補助金返還命令通知

書（様式第１２号）により、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものと

する。 

３ 市長は、前項の返還を命ずる場合（第１項第４号の場合を除く。）には、そ

の命令に係る補助金を補助事業者が受領した日から当該返還命令がなされた

日までの期間に応じて年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金の納付

を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還及び前項の納付については、第１４条第３項の

規定を準用する。 

５ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

加算金又は延滞金の全部若しくは一部を免除することができるものとする。 

６ 本条の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後に

おいても適用があるものとする。 

（産業財産権に関する届出） 

第18条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して特許権、実用新

案権、意匠権又は商標権等（以下「産業財産権」という。）を取得した場合、

又はこれらを譲渡し若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく産業財産権

届出書（様式第１５号）を市長に提出しなければならない。 

（財産の管理等） 

第19条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても善良な管



理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図

らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について取得財産等管理台帳（様式第１６号）を

備え、管理しなければならない。 

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第１３条に定める実績

報告書に取得財産等明細表（様式第１７号）を添付しなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第20条 補助事業者は、取得財産等について、法令に定める期間内において、補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し又は廃棄しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければ

ならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、あらかじめ財産処分等

承認申請書（様式第１８号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項による申請書を受理したときは、これを審査し、承認の適否を

決定したときは承認審査結果通知書（様式第１９号）を補助事業者に通知する

ものとする。 

４ 市長は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあ

ると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を市に納付させることができ

る。 

５ 補助事業者は、前項による通知を受けたときは、期限までに市に納付しなけ

ればならない。 

（補助金の収益納付） 

第21条 補助事業者は、補助事業実施中及び補助事業完了後一定期間内に、補助

事業の成果に基づく産業財産権の譲渡又はこれらの実施権の設定、その他出資

により取得した持分に対する財産分配等により収益があったときは、収益状況



報告書（様式第２０号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告により相当の収益を生じたと認定したときは、補助事業

者に対して、交付された補助金の全部又は一部に相当する額の納入を指示し、

補助事業者はその指示に応じて納入しなければならない。 

（様式の特例） 

第22条 第７条に規定する補助金交付申請書、第１３条に規定する実績報告書及

び第１５条に規定する補助金交付請求書は、規則第１９条の規定により定めた

様式の特例とする。 

（その他） 

第23条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和２年６月８日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

（対馬市雇用機会拡充支援事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 対馬市雇用機会拡充支援事業補助金交付要綱（平成２９年対馬市告示第１２

６号）は、廃止する。



別表第１（第５条関係） 

補助対象経費 経費内容 

設備費（これに係

る減価償却費を

含む。） 

（１） 創業又は事業拡大に必要な機械、装置、器具備品その

他の設備の設置・購入費、リース・レンタル費（設置、据付

工事を含む。） 

（２） 上記設備を格納する簡易な倉庫、納屋等の工事費 

（３） 上記設備導入に伴って必要となる解体・処分費用 

（４） 上記に係る減価償却費 

ただし、単なる老朽化設備の更新及び土地・建物（中古を

含む。）、及び使途・必要性が明確でない経費は対象外 

改修費（これに係

る減価償却費を

含む。） 

（１） 事業の用に供する建物及び建物附属設備の改修費（中

古を含む。）であって、建物と住居等が明確に分かれている

ものに限る。 

（２） 上記に係る減価償却費 

ただし、土地・建物（中古を含む。）の取得及び使途・必

要性が明確でない経費は対象外 

広告宣伝費 （１） 広告掲載費、ホームページ、パンフレット、ダイレク

トメール製作・配布・郵送費 

（２） 商品の販路拡大、プロモーション、マーケティング等

の販売促進費（調査費、出店料、外注費、専門家等への謝金、

旅費等） 

（３） 創業又は事業拡大のために新たに雇用する従業員の求

人・選考に係る費用（求人広告の掲載、求職者向けのセミナ

ー・会社説明会への出展費用、事業者が負担した被選考者の

交通費及び宿泊費等） 



店舗等借入費 創業又は事業拡大のために新たに借り入れる場合の事務所・事

業所の賃料、店舗（物販店舗、飲食店等）のテナント料（事務

所・事業所・店舗と住居等が明確に分かれているものに限る。）

人件費 （１） 創業又は事業拡大に必要な従業員の給与、賃金（事業

拡大の場合は、新たに雇用する者に係るものに限る。） 

（２） 創業又は事業拡大に伴って新たに雇用するパート・ア

ルバイトの賃金（事業拡大の場合は、新たに雇用する者に係

るものに限る。） 

（３） 給与・賃金は常勤雇用の場合は、月額３５万円／人、

非常勤雇用の場合は、月額２０万円／人、パート・アルバイ

トは日額８千円／人を上限とする。 

（４） 代表者・役員及びその親族（生計を一にする三親等以

内）は対象外とする。 

研究開発費 商品又はサービスの研究開発に係る経費（市場調査費、試作品

の製作費、委託・外注費、専門家等への謝金、旅費等） 

島外からの事業

所移転費 

市外から市内への事業所移転・引越し経費、従前の事業所の原

状回復費その他移転にかかる諸経費 

従業員の教育訓

練経費 

市内で取得できない従業員（創業の場合、本人も含む。）の資

格取得・研修・講習受講に係る経費（創業又は事業拡大に直接

必要なものに限る。） 



別表第２（第７条関係） 

区分 必要書類 

創業 （１） 住民票 

（２） 開業届又は履歴事項全部証明書（交付決定後に提出す

ること。） 

（３） 補助対象経費に係る見積書等 

（４） 業績評価指標の達成計画に係る費用・収入の詳細資料 

（５） その他必要と認めるもの 

事業拡大 【個人事業主の場合】 

（１） 住民票 

（２） 直近の確定申告書一式（税務署受付印のあるもの。た

だし、電子申告の場合は、申告書控え一式） 

（３） 補助対象経費に係る見積書等 

（４） 業績評価指標の達成計画に係る費用・収入の詳細資料 

（５） その他必要と認めるもの 

【法人の場合】 

（１） 履歴事項全部証明書 

（２） 直近の確定申告書一式（税務署受付印のあるもの。た

だし、電子申告の場合は、申告書控え一式） 

（３） 直近の貸借対照表及び損益計算書。ただし、特定非営

利活動法人等の場合は貸借対照表及び事業報告書 

（４） 補助対象経費に係る見積書等 

（５） 業績評価指標の達成計画に係る費用・収入の詳細資料 

（６） その他必要と認めるもの 

 


